都市整備部

大阪高速鉄道㈱（ＯＫＴ）の完全民営化について
１　モノレール事業のしくみ

　○　役割分担

	主　体
	分　担
	整備内容

	大阪府(建設主体)
	インフラ部
	桁、支柱、駅舎など

	ＯＫＴ(建設・運行主体)
	インフラ外部
	車両、電力、通信・信号ｼｽﾃﾑなど


○　事業スキーム
	モノレール事業者
	地方公共団体又はこれに準ずるもの（出資比率51%以上の第3セクター）

⇒　インフラ部に国庫補助金(補助率1/2)の投入が可能


※　現在までのインフラ部建設費（単位：億円）

	合計
	国費
	府費
	開発者

	約2,100
	520
	1,260
	320


２　完全民営化した場合の課題
　○　開業区間：国庫補助金(約520億円)残存価値分の返還について国協議が必要。
○　耐震工事：国庫補助金(約10億円)の投入不可。（残事業費約25億円／Ｈ23完了予定）
○　新規区間
　　・　彩都線延伸整備：国庫補助金(約32億円)の投入不可。(総事業費約184億円)
・　南伸整備：国庫補助金の投入不可。

⇒両整備にあたっては、新たな第3セクターの設立が必要。
３　上場による株式売却について

　○　多額の累積赤字を抱えており、上場にあたっては、累積損失の整理が必要。
	資本金①
	累積損失②
	純資産（①－②）
	純資産/発行株数

	145億円
	▲123億円
	22億円
	75.8円/株(額面500円)


　○　額面を大幅に割込む(▲84.8%)ことになり、他株主（26社）の同意を得ることが困難。

　　（中長期計画(Ｈ18)：Ｈ27累積損失解消）　　　　　　　　　　単位：億円
	区分
	Ｈ１８
	Ｈ１９見込み
	Ｈ２７（推計）

	単年度経常損益
	4
	7
	19

	累積損失
	▲123
	▲116
	0

	借入金残高
	374
	349
	230



４　今後の方針（案）
	★　完全民営化した場合、国庫補助金の取扱いや他の株主との調整などの諸課題はあるが、今後、公認会計士や経営コンサルタントなどの外部の専門家に意見を求めつつ、株式の上場や売却の可否について、検討を進める。


知事と部局長との議論　４－２








